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花井　伸子 議員

国保問題の解決に
最も必要なことは

国庫負担金を増やすこと

国民健康保険税は、昨年12月議会に引き上
げられ、所得２００万円の夫婦２人子ども１人
のモデル世帯で、年間約４万円の大幅値上げ
がされた。県からの交付金は77億円、市の納
付金は42億円と、市の国保会計の負担は大き
く軽減されることを考えれば、平成30年度か
らの国保税の値上げは必要なかった。
戸田市の特徴として、一部の高額所得加入

者が平均を押し上げ県内２番目に高くなってい
るが、国保加入所得世帯階層を見ると、所得な
し世帯25.75％、所得２００万円以下の世帯が
83.４％を占めており、生活弱者世帯が多く加
入する保険である。
新制度は、被保険者の多くが低所得者であ

るにもかかわらず国保税が高いという構造的
問題は何ら解決しないばかりか、大幅値上げ
でいっそう滞納者を増やす恐れがある。
国保問題の解決に最も必要なことは国庫負

担金を増やすことである。国に対し国庫負担
を増やすことを求めていくとともに、市町村は、
今後も法定外繰り入れを維持し、高過ぎる国
保税の引き下げと独自の減免制度の充実を求
めて、反対する。

山崎　雅俊 議員

国保広域化、税率見直し、
保健事業等を反映した
予算は妥当

国民健康保険は、高齢化や高度医療の普
及などにより医療費が増大している中で、
本市はこれまで、県内でも突出した一般会
計からの法定外繰り入れの実施により、加
入者の負担軽減に努力をしてきた。
しかしながら、平成30年度より国民健康

保険が広域化され、県と市町村による共同
運営に移行することとなり、県から提示さ
れた納付金を賄うため、12月議会において、
執行部から税率改正の提案があり、審議の
結果、今回の予算に反映された新たな税率
を議決した。市からの一般会計繰り入れを
解消していくことは、市の財政運営や税の
公平性の観点からも避けることのできない
課題である。
したがって、国民健康保険の広域化、税

率の見直し、保健事業等を反映した平成30
年度国民健康保険特別会計予算は妥当であ
ると考え、賛成する。

賛
成

反
対

討
論
　国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
予
算　

は な い 　       の ぶ 　こや ま ざ き  　 ま さ と し

意
見
書(

議
員
提
出
議
案)

を
政
府
に
提
出

◇
バ
リ
ア
フ
リ
ー
法
の
改

正
及
び
そ
の
円
滑
な
施
行

を
求
め
る
意
見
書

　

急
速
に
地
域
の
人
口
減

少
・
少
子
高
齢
化
が
進
む

中
で
、
地
域
の
一
体
的
バ

リ
ア
フ
リ
ー
化
の
ニ
ー
ズ

は
ま
す
ま
す
高
ま
っ
て
い

る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
全

国
の
市
町
村
に
お
い
て
は

さ
ま
ざ
ま
な
事
情
か
ら
基

本
構
想
等
の
作
成
が
進
ま

な
い
地
域
も
あ
る
。
政
府

に
お
い
て
、
全
国
各
地
の

バ
リ
ア
フ
リ
ー
水
準
の
底

上
げ
に
向
け
て
、
同
法
の

改
正
及
び
そ
の
円
滑
な
施

行
を
確
実
に
実
施
す
る
よ

う
求
め
る
。

◇
洪
水
回
避
等
を
目
的
と

し
た
流
量
確
保
の
た
め
の

中
小
河
川
の
河
道
掘
削
の

予
算
の
確
保
を
求
め
る
意

見
書

　

国
土
交
通
省
は
、
中
小

河
川
の
豪
雨
対
策
を
強
化

す
る
た
め
、
全
国
の
中
小

河
川
の
緊
急
点
検
の
結
果

を
踏
ま
え
た
「
中
小
河
川

緊
急
治
水
対
策
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
」
を
取
り
ま
と
め
、

中
小
河
川
の
河
道
掘
削
に

つ
い
て
も
再
度
の
氾
濫
防

止
対
策
の
一
つ
と
し
て
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
盛
り
込
ん

だ
。
し
か
し
、
こ
の
緊
急

治
水
対
策
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

は
、
お
お
む
ね
３
カ
年
の

時
限
的
措
置
で
あ
り
、
河

道
掘
削
の
対
策
箇
所
も
限

ら
れ
て
い
る
。
政
府
に
お

い
て
は
、
今
回
の
緊
急
治

水
対
策
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が

中
小
河
川
を
管
理
す
る
地

方
自
治
体
に
と
っ
て
真
に

活
用
し
や
す
い
施
策
と
な

る
よ
う
取
り
組
む
こ
と
を

求
め
る
。

《
結
果
》
原
案
可
決(

賛
成
21 

対 

反
対
４)

本田　哲 議員

市民の声をしっかりと捉え
バランスよく

予算措置が行われるべき

①納税相談でのトラブルに備えるため、
録音機器を新規に購入するとのことだが、購
入前に、なぜトラブルが発生するのか、どこ
に問題があるのか十分に検証し、トラブルを
生まない納税相談に改善することが必要。
②戸田第一小学校の建て替えが、児童数1

千人を超え大規模校となる時期に始まること
は、子どもたちの教育環境に大いに支障を来
すと考える。このような時期の建て替え計画
に反対をするとともに、この計画が、公共施
設再編プランによって進められている点につ
いても反対する。
③戸田東小中・一貫校化の反対理由は、

平成34年度をピークに児童数が減る可能性
があり、中学校の空き教室利用やプレハブの
設置で教室不足が補えること。また、給食の
食数不足は、神保市長の公約通り新曽小学校
に単独校調理場を建設すれば解決することが
できる。総工事費用が60億円から80億円に
膨れ上がり、一体で建て替えれば費用が抑え
られるという説明が崩れている。再度、別々
に建て替えることを検討すべき。そもそも、
子どもたち、保護者、地域住民、学校関係者
と一緒になって検討していないことが最大の
問題。戸田東小中学校の拙速な建て替えは、
改めて再検討を強く求める。
④図書館の指定管理は一番ふさわしくな

いと警鐘が鳴らされている。このような中、
大規模改修を理由に、長年、働いてきた12
人を４人に削減することは、図書館の指定管
理を前提にした削減であり、労働者の生活と
権利を守る市役所がやるべきことではない。
⑤西部及び東部福祉センターの使用料の

増額見込みは、条例改正により、212の登録
団体が減免制度を受けられなくなったことに
伴うものであり、反対する。
安定した市税収入で２年連続500億円超

えの予算。その上、80億円という戸田東小
中学校の建て替えを実施しようとしている戸
田市のどこが財政が厳しいのか。この豊かな
財政を生かしてバランスよく、予算措置が行
われるべきであったと考え、反対討論とする。

賛
成

峯岸　義雄 議員

戸田東小中の改築等工事は
現在の計画どおり進めるべき

①収納事務費のうち、カウンターや電話
機で使用する録音機器購入については、いわ
ゆる「言った言わない」などの事後の紛争へ
の対応が可能となることから、担当者だけで
なく相談者の主張の正当性も証明することが
可能となる。録音をすることに違法性はなく、
パスワード設定により個人情報の保護を図る
など、運用基準が定められることから、適正
な運用がなされるものと考える。
②戸田第一小学校は公共施設建物健全度

調査の結果、おおむね10年以内に建て替え
た方が良い４校のうちの１校であり、公共施
設等再編プランに基づき計画的に建て替えを
行うことが、財政的な面を考慮しても良い選
択であると考える。児童数に必要な教室や、
敷地全体の中での校舎の配置、仮設校舎の位
置や規模の検討など、建て替え中の課題を早
くから検討していく姿勢は、高く評価されて
しかるべきである。
③戸田東小学校・戸田東中学校改築等工

事は、既に議会の議決を経て進めてきている
ものであり、平成33年４月の開校は、校舎
の老朽化、急激な児童生徒の増加に伴う教室
不足の解消、給食の提供数の不足、小・中学
校同時建て替えによる工事における施工効率
やコスト削減、近隣する小・中学校の敷地の
有効活用などの理由から総合的に判断したも
のであり、現在の計画どおり進めるべきであ
ると考える。
④図書館管理運営費の賃金については、

大規模設備改修工事に伴い、平成30年７月
から本館を休館するため、年度当初から人員
を３分の１とし、減額した。業務が大幅に縮
小されることからやむを得ないことであり、
賃金の減額は妥当である。
⑤西部及び東部福祉センターの使用料に

ついては、受益者負担の考えに基づき、利用
者からの公平な負担をお願いするため、使用
料の減免廃止による増額見込み分を含めて算
定されたものであり、適正な計上である。
以上、賛成討論とする。

反
対

討
論
　一般
会
計
予
算

ほ ん だ 　       てつみ ね ぎ し 　     よし　お

《
結
果
》
原
案
可
決（
賛
成
21 

対 

反
対
４
）

▶
戸
田
東
中
学
校

▶
戸
田
東
小
学
校


